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はじめに 

 

我が国の障がいのある子どもとその保護者及び関係者を取り巻く環境は、平成18年の

「障害者の権利に関する条約」の採択以降、各種制度の整備とその運用が大きく推進さ

れてきました。 

国際的な潮流も踏まえ、文部科学省や中央教育審議会初等中等教育分科会において、

今後の我が国の特別支援教育の在り方等についての議論が進められ、平成 24 年７月に

は「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の

推進」（報告）がとりまとめられました。こうした議論も踏まえ、以降、障がいのある

子どもの就学先決定の仕組みに関する学校教育法施行令の改正（平成 25 年９月１日施

行）、特別支援学校や小学校等の学習指導要領等の改訂（平成 29年～31 年公示）、通級

による指導の担当教員を拡充するための基礎定数化（平成 29 年度～）、高等学校等にお

ける通級による指導の制度化（学校教育法施行規則等改正（平成 30 年４月施行））など、

障がいのある子どもの自立と社会参加を見据え、一人一人の教育的ニーズに最も的確に

応える指導を提供できるよう、多様な仕組みが整備されてきました。 

本県においても、特別な支援を必要とする児童生徒への指導・支援の充実を図るとと

もに、通常の学級、通級による指導、特別支援学級、特別支援学校といった、連続性の

ある多様な学びの場の充実に努めてきました。本県における通級による指導の対象とな

る児童生徒は年々増加しており、県立特別支援学校における通級による指導によって、

原則として、通級指導教室が設置されていない市町村を中心として児童生徒一人一人の

教育的ニーズに応じた学びの場を保障しています。 

本手引は、県立特別支援学校における通級による指導の実施に係る手続き等を取りま

とめたものです。本手引が特別な支援を必要とする児童生徒一人一人の教育的ニーズを

踏まえた適切な学びの場を保障し、特別支援教育のより一層の充実に向けた取組の一助

となるよう願っています。 

 

 

令和５年３月   

鳥取県教育委員会 
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１ 通級による指導に係る基本的な考え方 

（１）就学に関する新しい支援の方向性 

学校教育は、障がいのある子どもの自立と社会参加を目指した取組を含め、「共生社会」

の形成に向けて、重要な役割を果たすことが求められています。そのためにも「共生社会」

の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進が必要で

す。 

インクルーシブ教育システムの構築のためには、障がいのある子どもと障がいのない子

どもが、可能な限り同じ場で共に学ぶことを目指すべきであり、その際には、それぞれの

子どもが、授業内容を理解し、学習活動に参加している実感・達成感をもちながら、充実

した時間を過ごしつつ、生きる力を身に付けていけるかどうかという最も本質的な視点に

立つことが重要です。 

そのための環境整備として、子ども一人一人の自立と社会参加を見据えて、その時点で

の教育的ニーズに最も的確に応える指導を提供できる、多様で柔軟な仕組みを整備するこ

とが重要です。このため、小中学校等における通常の学級、通級による指導、特別支援学

級や、特別支援学校といった、連続性のある「多様な学びの場」を用意していくことが必

要です。 

教育的ニーズとは、子ども一人一人の障がいの状態や特性及び心身の発達の段階等を把

握して、具体的にどのような特別な指導内容や教育上の合理的配慮を含む支援の内容が必

要とされるかということを検討することで整理されるものです。そして、こうして把握・

整理した、子ども一人一人の障がいの状態等や教育的ニーズ、本人及び保護者の意見、教

育学、医学、心理学等専門的見地からの意見、学校や地域の状況等を踏まえた総合的な観

点から、就学先の学校や学びの場を判断することが必要です。 

 

教育的ニーズを整理する際に把握する情報としては、次の三つの観点とそれぞれの下位

項目として示している具体的な視点を踏まえて整理することが重要です。 

 

教育的ニーズを整理するための観点 

観点① ○○障害の状態等の把握 

（視点）医学的側面からの把握 

（視点）心理学的・教育的側面からの把握 

観点② ○○障害のある子供に特別に必要な指導内容 

（視点）就学前までに特別に必要とされる養育の内容 

（視点）義務教育段階において特別に必要とされる指導内容 

観点③ ○○障害のある子供の教育上の合理的配慮を含む必要な支援の内容 

（視点）「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別

支援教育の推進（報告）」の「別表」の観点による配慮の検討 

※それぞれの観点・視点に関する具体的な内容については、障がい種ごとに把握すべき事

項もあるため、「障害のある子供の教育支援の手引」（令和３年６月 文部科学省）の「第

３編 障害の状態等に応じた教育的対応」のⅠ～Ⅹ（各障がい種別）の１の「（２）教育

的ニーズを整理するための観点」を参照すること。 

 

（２）就学先決定等の仕組みに関する基本的な考え方 

平成 25 年９月の学校教育法施行令の改正により、就学先となる学校や学びの場の判断・

決定に当たっては、障がいのある子どもの障がいの状態のみに着目して画一的に検討を行

うのではなく、子ども一人一人の教育的ニーズ、学校や地域の状況、保護者や専門家の意
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見等を総合的に勘案して、個別に判断・決定する仕組みへと改められました。特に、その

際、子ども一人一人の障がいの状態等を把握して教育的ニーズを明確にし、具体的にどの

ような支援の内容が必要とされるかということを整理することがまずは重要です。そして、

自立と社会参加を見据えて、その時点で教育的ニーズに最も的確に応える指導を提供でき

る学びの場について、関係者間で十分な検討を行うとともに、市町村教育委員会が総合的

な判断を行い、本人及び保護者、教育委員会及び学校（児童生徒の在籍校、通級指導教室

を設置する県立特別支援学校）との合意形成を進めた上で、最終的には市町村教育委員会

が決定します。こうした一連のプロセスとそれを構成する一つ一つの取組の趣旨を、就学

に関わる者全てが十分に理解することがとりわけ重要であり、基本です。 
 

（３）学びの場の柔軟な見直し 

就学後の学びの場をスタートにして、可能な範囲で学校卒業までの子どもの育ちを見通

しながら、小学校段階６年間、中学校段階３年間の就学先となる学校や学びの場の柔軟な

見直しができるようにしていくことが必要です。 

そのためには、子ども一人一人の発達の程度、適応の状況、各教科等の学習の習得状況、

自立活動の指導の状況、交流及び共同学習の実施時間数の状況等を勘案しながら、学びの

場の変更や転学ができることを、保護者を含めた全ての関係者の共通理解とすることが重

要です。その上で、市町村教育委員会が定期的に教育相談を実施し、個別の教育支援計画

や個別の指導計画に基づく関係者による会議などを行い、それらの計画を適切に評価しな

がら、対象となる子どもの教育的ニーズの整理と必要な支援の内容を検討・確認し、必要

に応じて教育支援委員会等の助言を得つつ、就学先となる学校や学びの場の柔軟な見直し

に努めていく必要があります。 

なお、この場合についても、本人及び保護者と市町村教育委員会や学校等間で就学先と

なる学校や学びの場の変更について合意形成が図られた後、最終的には市町村教育委員会

が、子どもの就学先となる学校や学びの場の変更を決定します。 

通級指導教室の入級に当たっては、児童生徒の障がいの状態や障がいによる学習上又は

生活上の困難の状況、本人及び保護者のニーズ等を把握するとともに、校内委員会による

継続的な関わりと通常の学級における指導・支援を踏まえて検討することが重要です。ま

た、どのような力が身に付いたら退級するのかという指導のゴールを、入級前に関係者で

共通理解しておくことが重要です。 
 

（４）通級による指導の概要 

通級による指導を行うに当たっては、特別支援学校小学部・中学部学習指導要領の第７

章に示す自立活動の内容を参考とし、具体的な目標や内容を定め、指導を行うものであり、

障がいの特性や、子ども一人一人の教育的ニーズに十分配慮することが大切です。 

なお、通級による指導については、「学校教育法施行規則第 140 条の規定による特別の

教育課程について定める件の一部を改正する告示」（平成 28 年文部科学省告示第 176 号）

において、それまで「特に必要があるときは、障害の状態に応じて各教科の内容を補充す

るための特別の指導を含むものとする」と規定されていた趣旨が、単に各教科の学習の遅

れを取り戻すための指導など、通級による指導とは異なる目的で指導を行うことができる

と解釈されることのないよう「特に必要があるときは、障害の状態に応じて各教科の内容

を取り扱いながら行うことができる」と改正されました。つまり、通級による指導の内容

について、各教科の内容を取り扱う場合であっても、障がいによる学習上又は生活上の困

難の改善又は克服を目的とする指導であることに留意する必要があります。 

実際の指導では、自立活動の個別の指導計画に基づく指導目標や指導内容、指導方法等

を踏まえ、必要に応じて、個別指導又はグループ別指導を適切に組み合わせて行うことが

求められるとともに、対象となる子ども一人一人の障がいの状態等に応じて、適切な指導

時間数を設定することが重要です。 
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（５）通級による指導の実際 

（特別支援教育の手引（令和４年３月改訂 鳥取県教育委員会）より抜粋） 
 

①言語障がい 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※実態把握に基づいて指導するため、言語障がいのある全ての児童生徒に適した指導内容とは限りません。 

＜対象＞ 

言語障がいの状態は様々ですが、口唇口蓋裂、構音器官のまひ等気質的及び機能的な構音障がい

のある者、吃音等話し言葉におけるリズムの障がいのある者、話す、聞く等言語機能の基礎的事項に発

達の遅れがある児童生徒が対象です。 

＜指導内容＞ 

正しい音の認知や模倣、構音器官の運動の調整、発音・発語の指導など構音の改善に関わる指導、

話し言葉の流ちょう性の改善や吃音のある自分との向き合い方に関わる指導等が考えられます。 

また、言語の障がいは、対人関係等生活全般に与える影響が大きいことから、話すことの意欲を高め

る指導、カウンセリング等も必要になります。 

＜関係機関との連携＞ 

学校や生活場面において発音・発話やコミュニケーションなどへの配慮が必要であり、学級担任及び

家庭との密接な連携が必要です。器質的な障がいのある児童生徒には、医療機関等との連携を図るこ

とも大切です。 

安心して話せる関係や環境をつくり、「話し方

に特徴があっていいんだ」という気持ちを育てま

す。言語障がいの児童生徒には、心理面のサポ

ートが大変重要です。 

・・・・

・・・・

・ 

家族の思いをよく聞き、気持ちに寄り添いま

す。家庭と連携し、本人が話すことを楽しむ経験

を積み上げます。 

口唇や舌、頬等の言葉を話す為に必要な器官

の意図的な運動を取り入れる場合もあります。鏡

の前に教師と一緒に座り、舌の形を確認しなが

ら、舌の力の抜き方や動かし方を練習します。 

息を吹きかけてピンポン玉を転がし、目的の

穴に入れて得点を競うゲームでは、楽しみなが

ら息を吹く強さのコントロールを学習することが

できます。 

100 点 

10 点 

10000 点！ 

鏡 
ホットケーキみたいな 

舌の形になっているかな。 
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※実態把握に基づいて指導するため、難聴のある全ての児童生徒に適した指導内容とは限りません。 

＜対象＞ 

補聴器等の使用によっても通常の会話における聞き取りが部分的にできにくい状態の者で、通常の

学級での学習におおむね参加でき、一部特別な指導を必要とする児童生徒が対象です。 

障がいの程度の判断に当たっては、専門医による聴覚障がいに関する診断結果に基づき、難聴となっ

た時期を含め生育歴、言語発達の状況等を考慮して、総合的に行うよう留意します。 

＜指導内容＞ 

まずは、保有する聴覚の活用が優先されます。保有する聴覚の活用に当たっては、補聴器等を適切に

装用する指導、聴覚学習として聞く態度の育成、音声の聴取及び弁別の指導等が必要になります。 

言語指導に当たっては、発音・発語の指導、語彙拡充のための指導、言語概念の形成を図る指導、日

記等の書き言葉の指導などが挙げられます。 

＜学習形態＞ 

個別指導を原則とし、必要に応じて集団指導を組み合わせることが適切です。 

例えば、言語指導における発音・発語の指導や音声等の聴取及び弁別の指導等は、その指導内容が

個人に即することが必要であるため、個別指導が中心となります。グループ指導は、ルールや常識等を理

解するための集団指導や、難聴やその特性などを理解したり話し合ったりする活動等において行われる

場合が多いです。 

鏡の前に教師と一緒に座り、口形や舌の状

態等を確認しながら、発音・発語の指導をしま

す。自己の聴覚によるフィードバックが難しいた

め、教師によるフィードバックや、視覚や触覚を

使う教材・教具、指導方法を工夫します。 

指導は補聴器等のチェックから始まります。補

聴器の電池残量の確認や掃除をし、最適な状

態で補聴器が使用できるように、自分で管理す

る力を高めます。 

電池チェッカー    ブラシ 

上手に 

言えた 

かな・・ 

相手の顔（口元）を見て、話の始めから終わり

まで聞く習慣を身に付けます。聞き取る練習に併

せて、自分の聞き取りにくい音を知ったり、相手に

話の内容を確認する力を高めたりします。 

音声「明日は４時１０分に出発します。」 

よじ じっぷん？ 

よじ にじっぷん？ 

ごじ じっぷん？ 

「き」の発音が苦手な場合には、視覚的に発

音要領を意識させながら、色々な音との組み合

わせや、単語や文での発音練習をします。 

き
り
ん 

た
き
び 

ひ
こ
う
き 

語頭、語中、語尾で、発音の

得意・苦手はあるか確認 

き 

た 

ち と 

て つ 

たき、きた つきつき 

鏡 

おすし 
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③発達障がい 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※実態把握に基づいて指導するため、発達障がいのある全ての児童生徒に適した指導内容とは限りません。 

＜対象＞ 

○自閉症 

自閉症又はそれに類するもので、通常の学級での学習におおむね参加でき、一部特別な指導を必要

とする児童生徒が対象です。 

○ＬＤ（学習障がい） 

全般的な知的発達に遅れはないが、聞く、話す、読む、書く、計算する又は推論する能力のうち特定の

ものの習得と活用に著しい困難を示すもので、一部特別な指導を必要とする児童生徒が対象です。 

○ADHD（注意欠陥多動性障がい） 

年齢又は発達に不釣合いな注意力、又は衝動性・多動性が認められ、社会的な活動や学業の機能に

支障をきたすもので、一部特別な指導を必要とする児童生徒が対象です。 

※自閉症やＬＤ、ＡＤＨＤの障がいの特性を併せ有する場合もあり、指導には留意が必要です。 

＜指導内容＞ 

○自閉症 

他者と社会的な関係を形成することに困難を伴うため、円滑なコミュニケーションのための知識・技能

を身に付けるための個別指導や身に付けたことを一般化するための小集団での指導を行います。感覚

の過敏さや鈍感さがある場合は、自分の感覚の特性に気付き、自分で工夫する技能を身に付けるため

の指導も行います。 

○ＬＤ（学習障がい） 

自分の障がいの特性とその特性から生じている困難を理解し、自分自身で工夫したり他者に支援を

依頼したりするなどして、困難の軽減を図るための指導を行います。例えば、音読が苦手な場合は、書い

てある文字の音や意味をすばやく思い出しながら音読したり、細かな違いの見極めが難しいときに漢字

を大きく表したりして、自分に適した方法を理解させ、身に付けさせる指導があります。 

○ADHD（注意欠陥多動性障がい） 

ＬＤの児童生徒と同様に、自分の障がいの特性とその特性から生じている困難を理解し、自分自身で

工夫したり他者に支援を依頼したりするなどして、困難の軽減を図るための指導を行います。例えば、衝

動性や多動性のある児童生徒に対しては、指示の内容を具体的に理解させたり、手順を確認したりして、

集中して作業に取り組めるようにする指導などがあります。 

相手の表情から気持ちを読み取ったり、自分

の気持ちを表現したりすることが難しい場合に、

表情カードにエピソードを加えて考えたり表現し

たりします。 

読むことが苦手な児童生徒には、文字と読

みとイメージをセットにして、読む練習をします。

自分で絵を描いたり画像を選んだりすること

で、イメージしやすくなります。 

晴
天 

せいてん 

せいてん 

せいてん 
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※実態把握に基づいて指導するため、発達障がいのある全ての児童生徒に適した指導内容とは限りません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

友達の話や活動をさえぎってしまう場合は、

要因（ルールの理解、行動や欲求のコントロー

ル等）を明らかにした上で、図等を使いながら

ルールの内容と意義を理解したり、相手の気持

ちをロールプレイで考えたりします。また、何か

やりたいときには、まずは手を挙げる等の指導

も行います。 

忘れ物が多い場合には、興味の有無や、日

常的なものとそうでないもので違いがあるのか

等の実態を把握する必要があります。その上

で、実態に合ったメモの取り方や、忘れにくい

方法（所定の場所に入れる、生活のルーティー

ンに入れる等）を指導し、家庭と連携しながら

取り組むようにします。 

＜通級担当教員と通常の学級の担任との連携＞ 

 

○通級担当教員は、当該児童生徒の個別の教育支援計画の作成について、専門的な観点から協力しま

す。 

○通常の学級の担任は、通級担当教員と連携し、個別の指導計画に、通常の学級での指導内容と通級

による指導における指導内容を記載し、通級による指導における効果が、通常の学級においても波及

するようにします。 

○通級担当教員は、通級による指導の進捗状況等について、連絡帳等を活用して、通常の学級の担任と

随時情報交換を行います。時には、連絡帳だけでなく、通常の学級の担任が通級による指導を参観し、

指導の様子や児童生徒の成長を共有することも大切です。 

○逆に、通常の学級の集団指導において、通級担当教員が直接児童生徒を支援する場合もあります。そ

の際は、支援する児童生徒へ個別に関わり過ぎることで、周囲からの孤立感等が生まれないよう、十分

配慮します。 

○他校通級の場合、担任等が通級による指導の様子を知る機会が少なくなります。例えば、懇談日を活

用し、在籍学校で通級による指導を公開し、保護者や通常の学級の担任、管理職、特別支援教育主任

（担当）等と指導の様子や児童生徒の成長を共有する方法もあります。 
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２ 県立特別支援学校における 

通級による指導 
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２ 県立特別支援学校における通級による指導 

（１）対象となる児童生徒 

県立特別支援学校における通級による指導の対象は、原則として、該当校種の通級指

導教室が設置されていない市町村を中心として、小中学校の通常の学級に在籍し、以下

に掲げる障がいの種類及び程度の児童生徒のうち、その者の障がいの状態、教育上必要

な支援の内容、地域における教育の体制の整備の状況その他の事情を勘案して、通級に

よる指導を受けることが適当であると市町村教育委員会が認める者です。 

学びの場の判断・決定に当たっては、障がいの状態のみに着目して画一的に検討を行

うのではなく、子ども一人一人の教育的ニーズ、学校や地域の状況、保護者や専門家の

意見等を総合的に勘案して、個別に判断・決定します。 

 

県立特別支援学校における通級による指導の対象となる障がいの種類及び程度 

【平成 25年 10 月４日付 25 文科初第 756 号文部科学省初等中等教育局長通知 

（以下「756 号通知」）】より抜粋 

難 

聴 

・ 

言 

語 

【難聴】 
補聴器等の使用によっても通常の話声を解することが困難な程度の者で、通常の
学級での学習におおむね参加でき、一部特別な指導を必要とするもの 
【言語障害】 
口蓋裂、構音器官のまひ等器質的又は機能的な構音障害のある者、吃音等話し言
葉におけるリズムの障害のある者、話す、聞く等言語機能の基礎的事項に発達の
遅れがある者、その他これに準じる者（これらの障害が主として他の障害に起因
するものではない者に限る。）で、通常の学級での学習におおむね参加でき、一
部特別な指導を必要とする程度のもの 

発 

達 

【自閉症】 
自閉症又はそれに類するもので、通常の学級での学習におおむね参加でき、一部
特別な指導を必要とする程度のもの 
【情緒障害】 
主として心理的な要因による選択性かん黙等があるもので、通常の学級での学習
におおむね参加でき、一部特別な指導を必要とする程度のもの 
【学習障害】 
全般的な知的発達に遅れはないが、聞く、話す、読む、書く、計算する又は推論
する能力のうち特定のものの習得と使用に著しい困難を示すもので、一部特別な
指導を必要とする程度のもの 
【注意欠陥多動性障害】 
年齢又は発達に不釣り合いな注意力、又は衝動性・多動性が認められ、社会的な
活動や学業の機能に支障をきたすもので、一部特別な指導を必要とする程度のも
の 

 

（２）通級指導教室を設置している県立特別支援学校 

県立特別支援学校における通級による指導を実施している学校は、以下のとおりです（令

和４年度現在）。 

県立特別支援学校における通級による指導には、他校通級（対象児童生徒が県立特別支

援学校に通う形態）と巡回指導（県立特別支援学校の教員が対象児童生徒の在籍する小中

学校を巡回して指導を行う形態）があります。 

東部 中部 西部 

鳥取聾学校（難聴・言語） 

白兎養護学校（発達） 

鳥取聾学校さんさん教室 

（難聴・言語） 

倉吉養護学校（発達） 

鳥取聾学校ひまわり分校 

（難聴・言語） 

米子養護学校（発達） 
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（３）学びの場と提供可能な教育機能 

障がいのある子ども一人一人の教育的ニーズに応える指導を提供できる場合には、就学

先として小中学校等を検討します。その場合の学びの場の形態としては、通常の学級にお

ける指導、通常の学級における指導と通級による指導を組み合わせた指導、特別支援学級

における指導の三つがあり、子ども一人一人の教育的ニーズの整理と必要な支援の内容の

検討を踏まえて、どの学びの場の形態が最も適切かを検討していくことが大切です。 

その上で、基本的な方向性として、障がいのある子どもと障がいのない子どもとが可能

な限り同じ場で共に学ぶことを目指すべきですが、学びの場の形態にかかわらず、授業内

容が分かり学習活動に参加している実感・達成感をもちながら、充実した時間を過ごしつ

つ、生きる力を身に付けていけるかどうかが最も重要な視点です。 

学びの場を検討する際には、「障害のある子供の教育支援の手引」（令和３年６月 文

部科学省）の「第３編 障害の状態等に応じた教育的対応」の以下の頁を参照し、障がい

種ごとの学びの場と提供可能な教育機能について、必ず確認します。 

 

「障害のある子供の教育支援の手引」（令和３年６月 文部科学省） 

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/tokubetu/material/1340250_00001.htm 

 

 

「障害のある子供の教育支援の手引」の内容、頁 

第３編 障害の状態等に応じた教育的対応 

・通級による指導（難聴）  …P104 

・通級による指導（言語障害）…P233 

 

・通級による指導（自閉症） …P255 

・通級による指導（情緒障害）…P277 

・通級による指導（学習障害）…P297 

・通級による指導（注意欠陥多動性障害）…P318 

 

（４）留意事項 

① 障がいの判断に当たって 

【通級による指導】（756 号通知より抜粋） 
障がいのある児童生徒に対する教育の経験のある教員等による観察・検査、専門医に

よる診断等に基づき教育学、医学、心理学等の観点から総合的かつ慎重に行うこと。そ

の際、通級による指導の特質に鑑み、個々の児童生徒について、通常の学級での適応性、

通級による指導に要する適正な時間等を十分考慮すること。 

② 特別の教育課程の編成、授業時数について 

学校教育法施行規則第 140 条の規定に基づき、通級による指導における特別の教育課

程の編成、授業時数については平成18年文部科学省告示第54号により定められている。

同項の規定により、県立特別支援学校における通級による指導において特別の教育課程

を編成して指導を行う場合には、特別支援学校小学部・中学部学習指導要領を参考にし

て実施すること。 

※通級による指導に係る特別の教育課程を編成するに当たっては、児童生徒の障がいに 

応じた特別の指導を、小中学校の教育課程に加え、又はその一部に替えることができ 

る。 

※授業時数は、年間３５単位時間から２８０単位時間までを標準とする。ただし、学習

障がい及び注意欠陥多動性障がいのある児童生徒については、年間１０単位時間を下

限とする。 
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③ 個別の指導計画の作成について 

通級による指導の実施に当たっては、通級による指導の担当教員と児童生徒の在籍し

ている学校の在籍学級の担任教員との連携のもとで個別の指導計画を作成し、それに基

づいた指導を行い、引継ぎや退級後の指導についても活用すること。 

④ 在籍校との連携協力について 

通級による指導の効果を上げるためにも、両者間で定期的な情報交換を行ったり、助

言を行ったりするなど、両者間での連携協力が図られるよう十分に配慮すること。 

⑤ 指導要録への記入について 

県立特別支援学校における通級による指導を受ける児童生徒が在籍する小学校、中学

校及び義務教育学校の校長は、通級による指導を受ける児童生徒の成長の状況を総合的

にとらえるため、指導要録に通級による指導の授業時数、指導期間、指導内容や結果等

を記入すること。 

⑥ 通級による指導の終了について 

県立特別支援学校における通級による指導は、申請された教育課程の修了をもって終

了とする。 

※通級による指導を終了する際、小中学校長は、市町村教育委員会に必ず終了申請を行

うこと。 

⑦ 通学について 

原則として、県立特別支援学校への通学については、保護者の責任のもとに行うこと

とする。 
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３ 県立特別支援学校における 

 通級による指導に係る手続き 
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３ 県立特別支援学校における通級による指導に係る手続き 

（１）指導を開始するまでの手続き 

 
 

①申請前の確認 

小中学校長は、在籍する児童生徒のうち県立特別支援学校における通級による指導を受

けることが適当であると認める者があるときは、事前にその旨を市町村教育委員会に連絡

しておく。また、小中学校長は、関係者（市町村教育委員会、県立特別支援学校、本人・保

護者等）間で以下のことについて教育相談等で事前に確認しておく。 

・障がいの状況、通級による指導時間、入級希望年月日※１、指導開始希望年月日※２、実施

形態（他校通級又は巡回指導）等（【様式１】に記載する内容） 

 ※１ 入級年月日…市町村教育委員会が通級による指導の措置を決定する期日 

 ※２ 指導開始年月日…実際に通級による指導を開始する期日 

・通級による指導に伴う教育課程（【様式３及び様式３別紙】に記載する内容） 

・巡回指導を行う予定の場合は、その指導者等（【様式６に記載する内容】） 

 

②保護者の承諾 

通級による指導の申請について、保護者の承諾が得られたら、保護者承諾書（【様式７】）

を小中学校長に提出してもらう。 

 

  

市
町
村
教
育
委
員
会 

小
中
学
校
長 

保
護
者 

県
教
育
委
員
会 

県
立
特
別
支
援
学
校
長 

教
育
局 

③申請 
【様式１】 

【様式３及び様式３別紙】 

【様式７】 

通常の学級の教育課程申請書の写し 

①申請前の 

確認 

④教育措置 

の決定 

⑤通知 
【様式２－１】 

【様式３及び様式３別紙】の写し 

【様式７】の写し 

通常の学級の教育課程申請書の写し 

⑥兼務承認申請 
（巡回指導を行う場合） 

【様式６】 

⑤通知 
【様式２－２】 

【様式３及び様式３別紙】の写し 

【様式７】の写し 

通常の学級の教育課程申請書の写し 

⑤通知 
【様式２－４】 

⑤通知 
【様式２－３】 

②保護者の承諾 
【様式７】 
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③市町村教育委員会への申請 

小中学校長は、①の確認を行い、保護者に承諾を得た後に市町村教育委員会教育長に県

立特別支援学校における通級による指導について申請を行う。（【様式１】、【様式３及び様

式３別紙】、【様式７】、当該児童生徒が在籍する通常の学級の教育課程申請書の写しを提出） 

 

④教育措置の決定 

市町村教育委員会は、通級による指導の対象となる障がいの種類と程度（平成 25 年 10

月４日付 25 文科初第 756 号文部科学省初等中等教育局長通知）、教育学、医学、心理学等

の専門家からの意見等を踏まえ、県立特別支援学校における通級による指導を受けること

が適当であるかどうかを総合的に判断し、教育措置を決定する。 

 

⑤通級による指導の通知 

市町村教育委員会教育長は、④で決定した児童生徒について、 

・県教育委員会教育長（【様式２－１】、【様式３及び様式３別紙】の写し、【様式７】の写

し、当該児童生徒が在籍する通常の学級の教育課程申請書の写し） 

・県立特別支援学校長（【様式２－２】、【様式３及び様式３別紙】の写し、【様式７】の写

し、当該児童生徒が在籍する通常の学級の教育課程申請書の写し） 

・小中学校長（【様式２－３】） 

・保護者（【様式２－４】） 

に通級による指導の入級年月日等について通知する。 

 

⑥兼務承認申請（巡回指導を行う場合） 

市町村教育委員会教育長は、県立特別支援学校教員が小中学校への巡回指導を行う場合、

⑤と併せて県教育委員会教育長に兼務申請を行う。（【様式６】） 

※県教育委員会教育長による兼務発令後に巡回指導が可能となるため、【様式６】は指導開

始年月日の１週間前まで（必着）に各教育局を通じて教育人材開発課に提出すること。 
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（２）指導を終了する際の手続き 

 

①市町村教育委員会への終了申請 

小中学校長は、市町村教育委員会教育長に県立特別支援学校における通級による指導の

終了について申請を行う。（【様式４】） 

※なお、通級による指導に伴う教育課程（様式３別紙）で設定された授業時数を終えた場

合（年度末等）においても、必ず終了申請を行うこと。 

 

②教育措置の決定 

市町村教育委員会は、教育学、医学、心理学等の専門家からの意見、通級による指導の結

果等を踏まえ、県立特別支援学校と協議の上、通級による指導を終了することが適当であ

るかどうかを総合的に判断し、教育措置を決定する。 

 

③通級による指導の終了通知 

市町村教育委員会教育長は、②で決定した児童生徒について、 

・県教育委員会教育長（【様式５－１】） 

・県立特別支援学校長（【様式５－２】） 

・小中学校長（【様式５－３】） 

・保護者（【様式５－４】） 

に通級による指導の終了を通知する。 

 

④兼務解除申請（兼務発令期間が終了する前に兼務解除が必要な場合のみ） 

市町村教育委員会教育長は、兼務発令期間が終了する前に兼務解除が必要な場合、事前

に教育局に連絡し、兼務解除申請を行う。（様式は任意） 

※兼務発令期間が予定どおり終了する場合、兼務解除申請は不要。 

市
町
村
教
育
委
員
会 

小
中
学
校
長 

保
護
者 

県
教
育
委
員
会 

県
立
特
別
支
援
学
校
長 

教
育
局 

①終了申請 
【様式４】 

②教育措置 

の決定 

③終了通知 
【様式５－１】 

④兼務解除申請 
（必要な場合のみ） 

③終了通知 
【様式５－２】 

③終了通知 
【様式５－４】 

③終了通知 
【様式５－３】 
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４ 各種様式 

 

 

 

※様式データ（Word ファイル）は鳥取県教育委員会ホームページから 

ダウンロードすることができます。 
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（様式１） 

                         

                                         文 書 番 号 

年 月 日 

 

 

 

 

 市町村教育委員会教育長 様 

 

 

 

                                       （在籍学校）校  長 

                      （ 公 印 省 略 ） 

 

  

 

   児童生徒の通級による指導について（申請） 

 

 下記の児童生徒について、（特別支援学校名）の通級による指導を受けさせたい

ので、承認してくださるよう申請します。 

 

記 

 

児童生徒名 

(生年月日) 

性

別 

学

年 

保 護 者

氏   名 

保 護 者 

住  所 

障がいの状況及び 

通級による指導時間

(週当たり) 

入級希望

年月日  

及び指導

開始希望

年月日 

備考 

（巡回

指導） 

 

 

 

       

 

 

 

       

 

（注１）保護者の承諾書（様式７）を添付すること。 

（注２）巡回指導を希望する場合は、備考欄に○をつけること。 

 

入級希望年月日…市町村教育委員会が通級による指導の措置を決定する予定日 

指導開始希望年月日…実際に通級による指導を開始する予定日 
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（様式１）記入例 

                         

                                         文 書 番 号 

令和□年４月２６日 

 

 

 

 

 市町村教育委員会教育長 様 

 

 

 

                                       （在籍学校）校  長 

                      （ 公 印 省 略 ） 

 

  

 

   児童生徒の通級による指導について（申請） 

 

 下記の児童生徒について、（特別支援学校名）の通級による指導を受けさせたい

ので、承認してくださるよう申請します。 

 

記 

 

児童生徒名 

(生年月日) 

性

別 

学

年 

保 護 者

氏   名 

保 護 者 

住  所 

障がいの状況及び 

通級による指導時間

(週当たり) 

入級希望

年月日  

及び指導

開始希望

年月日 

備考 

（巡回

指導） 

     読みの流暢性、正確

性に困難さがある。

（週１時間） 

令和□年

5月 10 日 

令和□年

5月 12 日 

 

 

 

 

    

感情のコントロール

や他者の意図を理解

することが難しい。

（週１時間） 

令和□年

5月 10 日 

令和□年

5月 20 日 

○ 

 

文書を発出した日 

「文書を発出した日」より７日程度後 
「入級希望年月日」以降 

巡回指導の場合は、兼務申請が承認されるまでに必要な 

日数を考慮し、「入級希望年月日」の 10 日以上後とすること 
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（様式２－１） 

                                                      文 書 番 号 

年 月 日 

 

 

 

 鳥取県教育委員会教育長 様 

 

 

 

                                 市町村教育委員会教育長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

 

   児童生徒の通級による指導について（通知） 

 

 下記の児童生徒について、（特別支援学校名）の通級による指導を受ける児童生徒

として通知します。 

 

記 

 

児童生徒名 

(生年月日) 

性

別 

保護者氏名 

住   所 

在籍学校名

学   年 

障がいの状況及び 

通級による指導時間

(週当たり) 

入級年月日

及び指導開

始年月日 

備考

(巡回

指導） 

 

 

 

      

 

 

 

      

 

（注１）通級による指導を受ける児童生徒の教育課程（様式３及び様式３別紙）の写

し、保護者の承諾書（様式７）の写しを添付すること。 

（注２）通級による指導時間は、週あたりの時間数のみを記載すること。 

（注３）巡回指導を行う場合は、備考欄に○をつけること。 

 

入級年月日…市町村教育委員会が通級による指導の措置を決定した期日 

指導開始年月日…実際に通級による指導を開始する期日 

19



（様式２－１）記入例 

                                                      文 書 番 号 

令和□年５月１２日 

 

 

 

 鳥取県教育委員会教育長 様 

 

 

 

                                 市町村教育委員会教育長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

 

   児童生徒の通級による指導について（通知） 

 

 下記の児童生徒について、（特別支援学校名）の通級による指導を受ける児童生徒

として通知します。 

 

記 

 

児童生徒名 

(生年月日) 

性

別 

保護者氏名 

住   所 

在籍学校名

学   年 

障がいの状況及び 

通級による指導時間

(週当たり) 

入級年月日

及び指導開

始年月日 

備考

(巡回

指導） 

 

 

 

   読みの流暢性、正確

性に困難さがある。

（週１時間） 

令和□年 

5 月 10 日 

 

令和□年 

5 月 12 日 

 

 

 

 

   感情のコントロール

や他者の意図を理解

することが難しい。

（週１時間） 

令和□年 

5 月 10 日 

 

令和□年 

5 月 20 日 

○ 

 

文書を発出した日 

「文書を発出した日」より前 
「文書を発出した日」以降 

巡回指導の場合は、兼務申請が承認されるまでに必要な 

日数を考慮し、「入級年月日」の 10 日以上後とすること 
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（様式２－２） 

                                                 文 書 番 号 

年 月 日 

 

 

 

 

 （特別支援学校長） 様 

 

 

 

                                      市町村教育委員会教育長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

 

   児童生徒の通級による指導について（通知） 

 

 下記の児童生徒について、（特別支援学校名）の通級による指導を受ける児童生

徒として通知します。 

 

記 

 

児童生徒名 

(生年月日) 

性

別 

保護者氏名 

住   所 

在籍学校名

学   年 

障がいの状況及び 

通級による指導時間

(週当たり) 

入級年月日

及び指導開

始年月日 

備考(巡

回指導） 

 

 

 

      

 

 

 

      

 

（注１）通級による指導を受ける児童生徒の教育課程（様式３及び様式３別紙）の

写し、保護者の承諾書（様式７）の写しを添付すること。 

（注２）通級による指導時間は、週あたりの時間数のみを記載すること。 

（注３）巡回指導を行う場合は、備考欄に○をつけること。 

 

入級年月日…市町村教育委員会が通級による指導の措置を決定した期日 

指導開始年月日…実際に通級による指導を開始する期日 

21



（様式２－２）記入例 

                                                     文 書 番 号 

令和□年５月１２日 

 

 

 

 

 （特別支援学校長） 様 

 

 

 

                                      市町村教育委員会教育長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

 

   児童生徒の通級による指導について（通知） 

 

 下記の児童生徒について、（特別支援学校名）の通級による指導を受ける児童生

徒として通知します。 

 

記 

 

児童生徒名 

(生年月日) 

性

別 

保護者氏名 

住   所 

在籍学校名

学   年 

障がいの状況及び 

通級による指導時間

(週当たり) 

入級年月日

及び指導開

始年月日 

備考(巡

回指導） 

 

 

 

   読みの流暢性、正確

性に困難さがある。

（週１時間） 

令和□年 

5 月 10 日 

 

令和□年 

5 月 12 日 

 

 

 

 

   感情のコントロール

や他者の意図を理解

することが難しい。

（週１時間） 

令和□年 

5 月 10 日 

 

令和□年 

5 月 20 日 

○ 

 

文書を発出した日 

「文書を発出した日」より前 
「文書を発出した日」以降 

巡回指導の場合は、兼務申請が承認されるまでに必要な 

日数を考慮し、「入級年月日」の 10 日以上後とすること 
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（様式２－３） 

文 書 番 号 

年 月 日 

 

 

 

 

 （在籍学校）校長 様 

 

 

 

                                      市町村教育委員会教育長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

 

   児童生徒の通級による指導について（通知） 

 

     年  月  日付（文書番号）で申請のあった（特別支援学校名）の通

級による指導を受ける児童生徒について、下記のとおり通知します。 

 

記 

 

児童生徒名 

(生年月日) 

性

別 

学

年 

障がいの状況及び 

通級による指導時間 

(週当たり) 

入級年月日及び

指導開始年月日 

備考 

(巡回

指導） 

 

 

 

     

 

 

 

     

 

（注１）巡回指導を行う場合は、備考欄に○をつけること。 

 

入級年月日…市町村教育委員会が通級による指導の措置を決定した期日 

指導開始年月日…実際に通級による指導を開始する期日 
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（様式２－３）記入例 

                                                     文 書 番 号 

令和□年５月１２日 

 

 

 

 

 （在籍学校）校長 様 

 

 

 

                                      市町村教育委員会教育長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

 

   児童生徒の通級による指導について（通知） 

 

     年  月  日付（文書番号）で申請のあった（特別支援学校名）の通

級による指導を受ける児童生徒について、下記のとおり通知します。 

 

記 

 

児童生徒名 

(生年月日) 

性

別 

学

年 

障がいの状況及び 

通級による指導時間 

(週当たり) 

入級年月日及び

指導開始年月日 

備考 

(巡回

指導） 

 

 

 

  読みの流暢性、正確性に困

難さがある。（週１時間） 

令和□年 

5 月 10 日 

 

令和□年 

5 月 12 日 

 

 

 

 

  感情のコントロールや他者

の意図を理解することが難

しい。（週１時間） 

令和□年 

5 月 10 日 

 

令和□年 

5 月 20 日 

○ 

 

文書を発出した日 

「文書を発出した日」より前 
「文書を発出した日」以降 

巡回指導の場合は、兼務申請が承認されるまでに必要な 

日数を考慮し、「入級年月日」の 10 日以上後とすること 
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（様式２－４） 

                                                 文 書 番 号 

年 月 日 

 

 

 

 （  保  護  者  ）  様 

 

 

 

                                       市町村教育委員会 

                                        教育長 ○ ○ ○ ○   

                     （ 公 印 省 略 ） 

 

 

 

   児童生徒の（特別支援学校名）の通級による指導について（通知） 

 

 このことについて、下記のとおり通知します。 

 

記 

 

児 童 生 徒 名  性 別  

生  年  月  日      年    月    日生 

在 籍 校 名 ・ 学 年         学校 第  学年 

通 級 に よ る 指 導 の 

曜  日  ・  時  間 
 

入 級 年 月 日  
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（様式３） 

                                                 文 書 番 号 

年 月 日 

 

 

 

 

 市町村教育委員会教育長 様 

 

 

 

                                           （在籍学校）校長      

（ 公 印 省 略  ） 

 

 

 

   （特別支援学校名）の通級による指導を受ける児童生徒の教育課程に 

ついて（届出） 

 

 このことについて、別紙のとおり届出ます。 
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（様式３別紙） 

 

通級による指導に伴う教育課程 

 

 

 学校教育法施行規則第１４０条の規定により、下記児童生徒の（特別支援学校名）の通級によ

る指導に伴う教育課程を届けます。 

 

                              学校名（在籍校名）               

 

                                      校   長   名                

（ 公印省略 ） 

 

１ 通級による指導を受ける児童生徒 

    児童生徒名                  

  性   別                  

    学   年                  

                                                       

２ 授業時数 

（１）在籍校における教育課程 

各教科等 国語 社会 
算数 

(数学) 
理科 生活 音楽 

図画 

工作 

(美術) 

家庭 

(技術・

家庭) 

外国語

活動（外

国語） 

体育 

(保健 

体育) 

選択 

教科 
道徳科 

総合的

な学習

の時間 

特別活動 

学級 

活動 

児童(生

徒)会 

活動 

クラブ

活動 

学校 

行事 

                  

 

（２）通級による指導に伴う教育課程 

 自立活動 教科名（   ） 教科名（   ） 

指 導 目 標 

 

 

 

 

  

曜 日 ・ 校 時    

年 間 時 数 

（週当たり時数） 
   

主な指導内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※通級による指導を受ける児童生徒の在籍校の教育課程申請書の写しを添付すること。 
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（様式４） 

                                                 文 書 番 号 

年 月 日 

 

 

 市町村教育委員会教育長 様 

 

 

                                           （在籍学校）校 長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

   （特別支援学校名）の通級による指導の終了について（申請） 

 

 下記の児童生徒の通級による指導の終了について申請します。 

 

記 

 

児 童 生 徒 名  性 別  

生  年  月  日           年    月    日生 

在 籍 校 名 ・ 学 年            学校 第    学年 

通 級 に よ る 指 導 の 

終 了 希 望 年 月 日 
          年    月    日 

通 級 に よ る 指 導 の 

終 了 の 事 由 

 

 

 

 

 

備        考 

 

 

 

 

 

※備考欄には、今後の指導で配慮すべき点等を記入すること。 
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（様式５－１） 

                                                 文 書 番 号 

年 月 日 

 

 

 鳥取県教育委員会教育長 様 

 

 

                                 市町村教育委員会教育長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

   （特別支援学校名）の通級による指導の終了について（通知） 

 

 下記の児童生徒について、（特別支援学校名）の通級による指導が終了したので

通知します。 

 

記 

 

児童生徒名 

(生年月日) 
性別 

在籍学校名 

学   年 

通級による指導の 

終 了 の 事 由 
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（様式５－２） 

                                                 文 書 番 号 

年 月 日 

 

 

 （各特別支援学校長） 様 

 

 

                                 市町村教育委員会教育長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

   （特別支援学校名）の通級による指導の終了について（通知） 

 

 下記の児童生徒について、（特別支援学校名）の通級による指導が終了したので

通知します。 

 

記 

 

児童生徒名 

(生年月日) 
性別 

在籍学校名 

学   年 

通級による

指導の終了

年月日 

通級による指導の 

終 了 の 事 由 
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（様式５－３） 

                                                 文 書 番 号 

年 月 日 

 

 

 在 籍 校 長 様 

 

 

                                 市町村教育委員会教育長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

   （特別支援学校名）の通級による指導の終了について（通知） 

 

 下記の児童生徒について、（特別支援学校名）の通級による指導を終了したので

通知します。 

 

記 

 

児童生徒名 

(生年月日) 
性別 学年 

通級による

指導の終了

年月日 

通級による指導の 

終 了 の 事 由 
備   考 

    

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

※備考欄には、今後の指導で配慮すべき点等を記入すること。 
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（様式５－４） 

                                                 文 書 番 号 

年 月 日 

 

 

 （  保  護  者  ）  様 

 

 

                                          市町村教育委員会 

                                           教育長 ○ ○ ○ ○   

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

   児童生徒の（特別支援学校名）の通級による指導の終了について（通知） 

 

 このことについて、下記のとおり通知します。 

 

記 

 

児 童 生 徒 名  性 別  

生  年  月  日           年    月    日生 

在 籍 校 名 ・ 学 年            学校 第    学年 

通 級 に よ る 指 導 の 

終 了 年 月 日 
          年    月    日 

通 級 に よ る 指 導 の 

終 了 の 事 由 

 

 

 

 

 

備        考 

 

 

 

 

 

※備考欄には、今後の指導で配慮すべき点等を記入すること。 

32



（様式６） 

                                                 文 書 番 号 

年 月 日 

 

 

 

 鳥取県教育委員会教育長 様 

 

 

 

                                   市町村教育委員会教育長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

 

兼 務 承 認 申 請 書 

 

 下記のとおり兼務をお願いしたいので、承認してくださるよう申請します。 

 

 

記 

 

１ 兼務対象職員の本務学校名・職・氏名 

 

 

２ 兼務学校名 

 

 

３ 勤務の内容（当該児童生徒氏名、学年、指導内容、指導時間等必要事項） 

 

 

４ 期 間      年  月  日 ～     年  月  日 

 

※「４ 期間」の開始日は、様式２－１の「指導開始年月日」と同一とすること。 

※兼務承認申請書は、指導開始年月日の７日前までに教育人材開発課必着。（兼務

が承認されてから指導を開始すること。） 
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（様式７） 

 

保 護 者 承 諾 書 

                                                

年 月 日 

 

                保護者名  （ 自 署 ） 

 

 

 

（ 特別支援学校名 ）の通級による指導を受けることを承諾します。 

 

 

 

 

１ 児童生徒名
ふ り が な

                      

 

 

２ 生年月日          年  月  日  

 

 

３ 学校名・学年      学校名           第   学年 

 

 

４ 住 所                              

             （連絡先電話番号            ） 

 

 

５ 指導形態       他校通級  ・  巡回による指導 

             ※どちらかを  で囲むこと 
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〈発行〉鳥取県教育委員会事務局特別支援教育課 

住 所 〒６８０－８５７０ 鳥取市東町一丁目２７１ 

電 話 （０８５７）２６－７５７４ 

ﾌｧｸｼﾐﾘ （０８５７）２６－８１０１ 

 

本手引は、鳥取県教育委員会ホームページからダウンロードすることができます。 

 

https://www.pref.tottori.lg.jp/128111.htm 
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